
 

県営住宅（横浜等地域）の 
指定管理者候補（案）について 

 

指定管理者候補（案） 株式会社東急コミュニティー 

 

１ 神奈川県県土整備局指定管理者選定審査委員会住宅部会（外部評価委員会） 

評価結果 

(1) 評価点  

順位 団体名（所在地） 

選定基準大項目別点数 

合計点 サービス 
の向上 

管理経
費の節
減等 

団体の
業務遂
行能力 

１ 
株式会社東急コミュニティー 

（東京都世田谷区） 
４０ ２８ １８ ８６ 

２ 
一般社団法人かながわ土地建物保全協会

（横浜市） 
４０ ３０ １６ ８６ 

 

(2) 評価の概要  

 神奈川県県土整備局指定管理者選定審査委員会住宅部会による協議を行い、委員会として

の評価を行った結果、２団体とも評価点は86点で同点であったが、次のような意見により最

も優秀な提案者として推薦する委員が多かったため、株式会社東急コミュニティーを第１順

位とした。 

○ 最も優秀な提案者として推薦する点は、次のようなものがあった。  

○ 横浜等地域は、管理戸数が多く、場所的な地域の広がりもあることから全国規模の会 

社が持つバックアップ体制がより生かされる。 

○ 研修システムやネットワークシステムなど現代的なツールを装備して、公平で品質の 

そろったサービスの提供に努力している。 

○ 評価内容の詳細を確認すると、全体として株式会社東急コミュニティーの方が少し上 

回っていると考えられる。 

○  ヒアリング等を通じて、新しい取組みをしてくれるのではないかとの期待が持てた。 

 

株式会社東急コミュニティーについては、上記以外でも次のとおり評価された。 

○ 評価できる点は、次のようなものがあった。 

○ 苦情や要望があった場合に回答時間を定めるなどの居住者への公平・公正な対応や 

社内の情報共有によりサービスの向上を図っている。 

○ ｅ－ラーニングの活用のほか従業員育成制度など優れた研修体制を有している。 

○ 安定した利益や高い利益率など財政的な能力が優れている。 

○ 関連法令研修の徹底やコンプライアンスのチェックシートの導入など個人情報保護や 

コンプライアンスに関する取組みが充実している。 

□ 今後の期待・要望としては、次のような内容があった。 

□  地域の活動団体との連携をさらに充実させていく必要がある。 

□ 管理経費の節減努力により一層取り組んでほしい。 

 

 

様式１ 



 第２順位となった一般社団法人かながわ土地建物保全協会については次のとおり評価さ

れた。 

○ 評価できる点は、次のようなものがあった。 

○ 維持修繕等の業務を的確に行うことができる優れた実施体制を有している。 

○ 地域の自治会やＮＰＯとの連携に積極的に取り組んでいる。 

○ 地域固有の自然災害に対して十分な認識を有するとともに、それに対応する体制を有

している。 

○ 管理経費の節減努力を十分に行っている。 

□ 今後の期待・要望としては、次のような内容があった。 

□ 団体内で講じたコンプライアンス対策を有効に活用し、法令遵守に努めてほしい。 

 



２ 神奈川県県土整備局指定管理者選定審査委員会住宅部会（外部評価委員会） 

評価結果に対する県土整備局意見  

 

〈意見理由〉 

 

 

 

 

 

評価結果について 同意する ・ 同意しない 

神奈川県県土整備局指定管理者選定審査委員会住宅部会での評価結果を確認したところ、選

定基準に沿った適切な評価が行われ、順位が付けられている。 

外部評価委員会の評価どおり、株式会社東急コミュニティーの提案は、居住者への公平・

公正なサービスの提供や財政的な能力、個人情報保護やコンプライアンスに関する取組み

などが高く評価できる。 

また、一般社団法人かながわ土地建物保全協会の提案は、維持修繕等の業務を的確に行

うことができる優れた実施体制、地域団体との積極的な連携、管理経費の節減などが高く

評価できる。 

以上のことから、両者とも指定管理者として十分な能力を有していると考えられるが、

管理戸数の多い横浜等地域においては、株式会社東急コミュニティーが持つバックアップ体

制がより生かされることを高く評価し、外部評価委員会の評価どおり、第１順位を株式会

社東急コミュニティーに、第２順位を一般社団法人かながわ土地建物保全協会とし、株式

会社東急コミュニティーを指定管理者候補としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



外部評価委員会評価点の詳細について 

施 設 名 県営住宅（横浜等地域）  

大
項
目 小項目 評価の視点 

評 価 点 
特

記

事

項 

配点 

㈱東急 

コミュニ

ティー 

(一社) 

かながわ 

土地建物 

保全協会 

Ⅰ 

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
（
５
０
） 

ア 指定管理業務実施

にあたっての考え

方、運営方針等 

①公営住宅法等の関係法令及び条例等を遵守し、県営住

宅等の果たすべき役割を踏まえ、効果的・効率的な管

理運営のための基本的な考え方が適切であるか 
②県営住宅の特性を理解しているか 
③業務の一部を委託する場合の考え方 

5 4 4  

イ 維持修繕業務、 
共益施設管理 
業務の実施方針 

①県営住宅の老朽化に対応する維持修繕業務の実施方針 
②共益施設管理業務、法定点検の実施方針 
③国の交付金対象となる修繕業務の実施方針 

5 4 4 

 

ウ 維持修繕業務、 
共益施設管理 
業務の実施体制 

①県営住宅の老朽化に対応する維持修繕業務の実施体制 
②共益施設管理業務、法定点検の実施体制 
③国の交付金対象となる修繕業務の実施体制 

5 4 4  

エ 入居管理業務 
（入居者対応等） 
の実施方針 

①入居者からの要望・苦情･トラブル等に対処しているか 
②手話言語条例や外国籍県民への対応が適切か 
③諸手続き（許認可補助、家賃関連補助、駐車場使用者

管理）の実施方針 
④市町村などの関係機関と確実な連絡体制が確立できる

か 

5 4 4  

オ 入居管理業務 
（入居者対応等） 
の実施体制 

①入居者対応、諸手続きの対応体制等が適切であるか

（巡回含む） 
②手話言語条例や外国籍県民への対応体制等が適切か 
③公金（家賃、駐車場使用料）の収納管理体制等が適切

であるか 
④サービスセンターの設置規準や情報提供（ホームペー

ジ開設含む） 

10 8 8  

カ 県営住宅等を取り

巻く様々な課題に

ついての取組 

①健康団地づくりや県営住宅の課題を踏まえた提案とな

っているか 
②その提案に実現性があるか 
③募集戸数の確保に向けた空き住戸の確認や地域別募集

計画案の作成方法が適切であるか 
④健康団地づくりにおける空き住戸や空き施設の効果的

な改修に向けたノウハウを有しているか 
⑤サービス向上のために行う利用者ニーズ・苦情の把握

及びその内容の事業等への反映の仕組み等の取組 

10 8 8  

キ 危機管理等に対す

る計画と備え 

①台風接近時等における予防・措置の体制及びその考え

方が適切であるか 

 
5 4 4  

様式１別紙 



②災害及び事故が発生した場合の体制及びその考え方が

適切であるか 
③県や関係機関等との連絡体制及びその考え方が適切で

あるか 

ク 地域と連携した 
魅力ある施設 
づくり 

①地域人材の活用、地域との協力体制の構築及びボラン

ティア団体等の連携状況 
②健康団地づくりに向けた団地自治会等への協力体制 
③迅速な対応などを図るための県内企業等への業務委託

（維持修繕業務等の実施における県内企業への発注等

の配慮） 

5 4 4  

Ⅱ
管
理
経
費
の
節
減
等(

３
０) 

ア 適切な積算 

①人件費、施設の維持管理費、事業実施に要する費用に

係る積算単価等の妥当性及び積算の適切性 
②事業の実現可能性 
③健全経営の視点からの積算の妥当性 

5 5 5  

イ 節減努力等 

 
 
積算価格（提案対象）－申請者の提案額 
                    ×10×25点 
      積算価格（提案対象） 
 

25 23 25  

Ⅲ 

団
体
の
業
務
遂
行
能
力
（
２
０
） 

ア 人的な能力、 
執行体制 

①管理開始直後から滞りなく業務を実施するための人員

を確保できるか（業務経験を有する者や有資格者等の

雇用の有無） 
②指定期間を通じて安定して指定管理業務を行うための

人材育成や職員採用が可能か 

5 4 4  

イ 財政的な能力 

①指定管理業務を安定確実に行える経営規模を有してい

るか 
②指定期間内に安定的に指定管理業務を継続できる財務

体質を有しているか 
③財務諸表が適正に作成されているか 

5 5 4  

ウ  コンプライアンス 
個人情報保護、 
社会貢献 

①関係法令及び条例等を遵守し、県が求める指定管理業

務の水準を達成するための体制があり、諸規程類が整

備、職員に周知徹底されているか 
②募集開始の日から起算して過去３年間の重大な事故又

は不祥事の有無と併せて事故等があった場合の対応及

び再発防止策の構築状況 
③個人情報保護制度に関する考え方が適切であるか 
④情報管理体制が規程等により確立されているか 
⑤職員の法令遵守に関する考え方や行動など確認し、必

要に応じた改善を行う体制があるか 
⑥各種の維持修繕業務を発注する立場として、環境負荷

に対する考え方、対応が適切であるか 

5 4 3  

エ これまでの実績 
①共同住宅（分譲、賃貸を問わない）の管理実績が適切

であるか 
②他の自治体における指定取消しの有無 

5 5 5  

  合 計 100 86 86  
 


